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〔出典) J 11人博編『テキストブック 現代の人権』日本評論社、 1993年、 6 一 7 ページ。
このような現実は、「最近まで、国際人権運動・組織、人権学者さらには労働組織やその指導





















て、憲法第三章の各条項は、性質上可能な限り、内国法人に適用される J (18) との見解があり、他方で、
そのような理解に疑問が提示されている。すなわち、樋口陽ーに拠れば、憲法「学説の大勢」は司法
人の人権』という概念を・・・積極的に解してきたんしかし、樋口楊ーの立論では、「人権論の基本にも






























1997年に、国連環境計画 (UnitedNations Environment Programme : UNEP) との合同
事業としてセリーズ (CERES) によって設立された、現在オランダに本部がおかれている、
非営利の国際機関。その主要な白的は、「社会J r経済J r環境」の 3 領域で、グローパノレに適
用されまた財務報告書と比較可能な、報告書作成のためのフレームワークをつくりあげるこ
とであり、 1997年から、「持続可能性報告ガイドライン」が公表されている。
2) Social Accountability 8000 侶，A8000)









働組合、という 3 つの性格の異なる組織を会員とする連合体 (alli姐ce) 。
4) FLA (The Fair Labor Association) 
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1996年にクリントン大統領によって招集された「アパレル産業組合 J (The Apparel 


















































と、ある程度の「推定J は可能である。たとえば、再び、アメリカを例に取ると、 MoralRights 




























































5) オーソライズされた行動だけをとる (actonly as authorized) 義務
6) 忠誠心の義務
7)リベートや賄賂 (adver自e interest) を取得しない義務
8) 利益を考慮する (accountfor profit) 義務






































5) 雇用期間が 1 ヵ月以内の者または日々雇用している、臨時的雇用者
























チャリング」と「常用雇用の減少と臨時雇用の増加の併存J に特徴づけられていた (36) 。
非正社員を採用している事業所に雇用理由(複数回答)を訊ねた調査によれば、 f賃金の節約j が一
番多くあげられており (5 1. 7%) 、次いで「仕事の繁閑への対応J (28.0%) 、「景気変動に応じた雇用量















































動きはじめた。 2004年に 4 月に「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会」が組織され、







































のが 7 月 15 日にだされた全国コミュニテイ・ユニオン連合会の特別決議である。そこでは「こ





2) 解雇について「金銭解決ルールj の導入が企図され、整理解雇 4要件が明記されていない
こと、
3) í雇用継続型契約変更制度J と称するいわゆる「変更解約告知J (悪名高い「スカンジナピ
ア航空」東京地裁判決) (=長期雇用契約の正社員労働者に対して職種・労働条件の変更また
は解雇を迫るシステム〕の導入が企図されていること、




















































規制改革会議は、規制改革・民間開放推進会議(平成16年 4 月~平成19年 1 月)終了以降も
規制改革をより一層推進するために内閣総理大臣の諮問に応じて平成19年 1 月に内閣府に設置
された、民間有識者15名から構成される会議である (53) 。
この会議は幾つかの答申を提出しているが、その中にいわゆる「第 2 次答申 J (2007年12月 25
日)がある刷。これに対しては、厚生労働省から、平成19年12月 28 日に、「規制改革会議「第
二次答申」に対する厚生労働省の考え方J が提起されている (55)。そして、更に、 2008年 2 月 22
日には、その厚労省見解に対して、規制改革会議から反論がだされている。それが rw規制改革
会議「第 2 次答申 J (労働分野の問題意識)に対する厚生労働省の考え方』に対する規制改革会
議の見解」である (5610
このようなやりとりはその後も続き、 2008年 7 月に、規制改革会議から「中間とりまとめ」
が公表され側、それに対応する形で2008年 8 月に厚生労働省から表明された f規制改革会議「中


























































る。このことは、例えば、デ、ュー・プロセス (dueprocess oflaw) に象徴的に表れている(よ
うに思われる)ので、かつて別の論孜で触れたことがあるが、再度取りあげて問題点を確認す
ることにする。





はならないj、と規定されている (62)。これがいわゆる「デ、ュー・プロセス j 条項であり、これ
によって、アメリカ市民は、「生命、自由、財産J として知られているものについてその権利を
保障されている。その意味で、デュー・プロセスは「基本的な正義の原則IJ  (fundamental 




































由、選択の自由、等々 が該当する (67) 。




































業員のなかに公正や正義を保証するための効果的なメカニズ、ムや手続き (procedure) J を確立
することであり、それが「デ、ュー・プロセス・オヴ・ローと比べると温かにプリミティプな基
準セットであり、すべての法律ではなく、会社のポリシィのみを巻き込んだモノにすぎないが、
公平・公正 (equity) というベーシックな発想が生じている点では同一である」ために、 f会社
のデュー・プロセス J (corporate due process) と呼ばれる。これがいわゆる「職場において正






従業員の権利について考えるひとつの視点 一 労働 CSR 序論 - 67 
クセスできるようにすること・・・これが手続き的なデ、ュー・プロセスである。
デュー・プロセスは、企業ごとに、多様な形態で存在する。陪審員の集まり (panel)、委員会





由が「正当である J (good) ことまでは要求されない。これに対して、雇用に関連した決定に
「正当な理由」があることを要求するのが実体的なデ、ュー・プロセスである。これは、解雇の
ノレールをめぐって、特に、任意雇用原則との関連で、現象し、重大な問題を提起している。た
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